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資料 7． 基本設計概要表 

 

1. 案件名 

 パプアニューギニア国 ゴロカ大学教育用機材整備計画 

 

2. 要請の背景（協力の必要性・位置付け） 

PNG国の教育分野の課題（初等教育での極めて高い退学率、上位学校への進学率の低迷、

教育管理部門の弱体と予算配分の不足･不備等）に対処するため、学制改革、カリキュラム改

革を骨子とする国家教育開発計画が策定された。これまでの小学校 6年(Grade 1-6)、中学校

4年(Grade 7-10)、高校 2年(Grade 11-12)の体系から、基礎学校 3年(Preparatory, Grade 

1-2)、初等学校 6年(Grade 3-8、以上が基礎教育)、初級中学 2年(Grade 9-10)、上級中学 2

年(Grade 11-12)という体系に変更され、中等学校レベルではこれまでの Grade7-8 が初等

学校に移行する一方、Grade11-12 が高校から移行してきたため、教育内容はこれまでよ

りも高いレベルに変わった。また、すべての教育レベルにおいて技術･農業･商業･理科等の

職業科目、理系科目の充実が図られることになった。 

ゴロカ大学は PNG 国の国立大学 4校のうち唯一の教員養成系大学として教育学部、人文

学部、理学部の 3学部で中等学校及び中等レベルの職業学校を対象とした新規教員の養成、

現職教員の資格向上、各種研究等を実施している。国家教育計画等の上位計画に基づき、

中等学校の教育に旧制の高校レベルの教育が上乗せ（top-up）されたため、中等教員養成

課程の教育内容も高度化が求められている。このため、ゴロカ大学に対しては質の高い教

員、特に職業科目や理科系の有資格教員の養成が求められている。 

全国の教員の動向を見ると、現職教員の自然減（定年退職、中途退職）に対応するため増

員を行う必要がある。また、これまで全体で 5-6%を占めていたといわれる外国人教員の現地

人化による新規教員の需要がある。更に、カリキュラム改革に伴う教育内容の深化・高度化

に対応できる教員の能力･資質向上や仮登録教員の資格向上が不可欠となっている。このた

め、同国で唯一の中等学校教員養成機関であるゴロカ大学の果たす役割が増大している。し

かし、既存の教育用機材の老朽化・旧式化、学生数の増加による実習機材の数量不足及びカ

リキュラムの改訂に伴う新規学科の実習機材が未整備で、十分な改革の実績は上がっていな

い。特に、コンピュータ室は学生の利用頻度が高いため現在男子学生用、女子学生用の

2 室設けられているが、女子用のコンピュータ室の機材は男子学生に占有されることが

多く、女子学生が安心して学習に取組むことができない状況にある。また、同大学の教

育用機材維持管理は学科ごと、担当セクションごとばらばらに行われているため機材の

活用度がまちまちで、部品や消耗品の調達が重複したりするなどの弊害が出ている。 

こうした中等教員の質・量両面での不足を解決するため、PNG国政府はゴロカ大学の教員

養成課程の教育内容の深化を図り、質の高い中等教員を養成しようと計画している。同国政

府の計画では、上記の国家目標を達成するためゴロカ大学の教育施設・設備・機材等を整備

することとしている。これにより、ゴロカ大学における教員養成能力の向上が図られ、全国

の中等教育機関それぞれのニーズに対応した質の高い教科指導が提供できることが期待され

ている。こうした中で我が国無償資金協力による事業は、ゴロカ大学で必要とされる教育用

機材を整備するものである。 

 



付 7 - 2 

3. プロジェクト全体計画概要 

 (1) プロジェクト全体計画の目標 

実践的な知識と能力を有する新制中等学校の教員（新卒、現職）を養成する 

【裨益対象の範囲及び規模】 

①ゴロカ大学の学生及び教員（合計約 1,500名/年）- 直接裨益 

②全国の中等教育機関の教員（約 4,400名）- 間接裨益（現職教員の再教育機会） 

③全国の中等教育機関の学生（約 97,000人）- 間接裨益（教員による波及効果） 

(2) プロジェクト全体計画の成果 

①ゴロカ大学の教育が座学から実習に重点が移行し、より実践的な教育が可能となる 

②ゴロカ大学において、後期中等学校レベル（旧高校レベル）の教員の養成が可能とな

る 

③女子学生用の教育設備が充実する 

④教育機材の全学的な維持管理システムが構築される 

(3) プロジェクト全体計画の主要活動 

①ゴロカ大学の教育用機材を整備する 

②ゴロカ大学の維持管理システム構築の技術訓練を実施する 

(4) 投入(インプット) 

ア．日本側：無償資金協力 2.79億円 

教育用機材（理化学機器、農業機械、工作機械、ミシン、調理器、コンピュータ、

工具類、楽器等）、教育支援用機材（AV機器、照明機器、コンピュータ、印刷機械、

発電機等）、教材・模型等（ビデオ、模型等）、家具類（机、椅子、書架、キャビネ

ット等）及び全学的な機材維持管理システム構築のための技術指導 

イ．相手国側 

  （ア）必要な人員：機材管理責任者、保守責任者、計 20人 

 （イ）施設･機材の運営･維持管理に係る経費：0.89億円 

(5) 実施体制 

実施機関：ゴロカ大学 

主務官庁：国家計画・地方開発省二国間援助局 

 

4. 無償資金協力案件の内容 

(1) サイト 

 PNG国東ハイランド州 ゴロカ大学 

(2) 概要 

①ゴロカ大学の中等教員養成課程で使用される教育用機材の調達 

②機材維持管理者を対象とする維持管理システム構築に関する技術指導 

(3) 相手国側負担事項 

調達機材のための建物建設・改修、電気設備工事、配管設備工事、空調換気工事、防災

設備工事、機材移設工事等。 

(4) 概算事業費 

概算事業費 3.68億円（無償資金協力 2.79億円、PNG国側負担 0.89億円） 

(5) 工期 

 詳細設計期間を含め約 12ヶ月（予定） 
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(6) 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

ジェンダーバランスに配慮し、女子学生用の教育機材を優先的に計画した 

 

5. 外部要因リスク（プロジェクト全体計画の目標の達成に関するもの） 

(1) 学制改革が計画通り実施される 

(2) 治安状況が良好に維持される 

 

6. 過去の類似案件からの教訓の活用 

プロジェクト全体計画のモニタリングを強化するため、機材運営･維持管理に係る要員配置、

必要経費に係る予算措置の進捗状況を日本側に定期報告することを義務付ける。 

 

7. プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

(1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

① ゴロカ大学における教育用機材を利用した実習時間数の増加 

② 現職教員の再訓練により、後期中等学校レベル（旧高校レベル）の教科内容を指導で

きる中等学校教員の増加 

(2) その他の成果指標 

①後期中等学校レベル（旧高校レベル）の教科指導訓練を受けた中等学校教員により指導

を受けることができる全国の中等学校生徒の増加 

(3) 評価のタイミング 

2009年以降（機材稼動開始後 4年経過後） 

 

 



資料8． 入手資料リスト

数量 発行元 内容

1 国家高等教育計画　Ⅱ、2000-2004 1 高等教育局 高等教育改革計画、および行動計画

2
遠隔・弾力的教育に係る
ﾌｨｰｼﾋﾞﾘﾃｨｰ研究報告

1 高等教育局
遠隔・弾力的教育に対する研究、およ
び提案

3 パプア・ニューギニア教育指標、2001 1 教育省 2001年の教育指標

4 グレード12の学生のための案内 1 ゴロカ大学 入学希望者への手引き書

5 中期開発計画、1997-2002 1 国家開発大臣
1997年から2002年までの国家中期開発

計画

6 中期開発計画、2003-2007　（案） 1 国家開発大臣
2003年から2007年までの国家中期開発

計画（案）

7 質問票に対する回答書 1 高等教育局
基本設計調査に係る質問票に対する回
答書

8 2002年高等教育統計 1 高等教育局 高等教育の年間統計

9 ＰＮＧ国高等教育機関メンテナンス計画 1 高等教育局 全大学における施設メンテナンス計画

10 教育実習ハンドブック　2003 1 ゴロカ大学 実習教育の手引書

11 視聴覚機器：　使用ガイドライン 1 ゴロカ大学 視聴覚機器の使用に係るガイドライン

12 理学部　2004年コースハンドブック 1 ゴロカ大学 2004年度の理学部コースハンドブック

13
理科・農業・保健学科、
2003年度所有機材一覧

1 ゴロカ大学 既存機材リスト

資料名称
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